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研究成果の概要（和文）：日本の草の根技術協力はスリランカの低所得者のキャパシティ・ビルディング（CB）支援を
通して、ソーシャル・ビジネス（SB）の創設に多大に貢献している。日本の青年海外協力隊は、農村女性の伝統的技術
の近代化を図り、女性たちが持つ資源を活用させながら市場志向型の製品開発の取組支援を行っている。同活動で生産
された製品は市場を獲得し、人々の所得改善につながっている。CBの重視する内容は、人的資源開発、チームワーク、
ネットワーク、資金・物資獲得、マイクロファイナンス改善、技術改善である。しかし、依存症候群、経営知識不足、
不安定市場、隊員帰国後の独立的管理維持の困難などがSBの克服すべき課題として指摘できる。

研究成果の概要（英文）：Japan, under its grassroots technical cooperation has supported Social Businesses 
through capacity building of rural people in Sri Lanka. This study investigated the effectiveness of such 
SBs by analysing their impact on rural poor and the challenges they posed. 
Japanese volunteers facilitated capacity building of rural women to produce market-oriented products using
 their own resource endowments. This resulted in a higher income for villagers due to improved access to l
ocal and foreign markets. Human resource development; collective behaviour of entrepreneurs; networking wi
th other organizations; financial/ material gains; improvement of micro financing systems maintained by th
e SBs; improvement of technology used were the capacities built through SBs. The dependency syndrome; lack
 of management know-how; instability of the market; inability to sustain independent management of the pro
ject upon the return of Japanese volunteers were major challenges of these SBs.
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１．研究開始当初の背景  
 
発展途上諸国の貧困削減を利益の最大化
を中心とした伝統的な資本主義的アプロー
チだけで実現させることは、非常に困難であ
る。それは、途上国の貧困問題に関するこれ
までの研究から明らかである。国際開発機関
や各国の政府、非政府団体などは、途上国の
貧困問題を解決するために多様な戦略を導
入してきた。しかし、貧困は未だに途上国の
深刻な社会問題である。貧困問題は、人間の
基本的欲求の充足だけでは解決できないの
が真実である。つまり食料、住居、衣料、資
金、財などを低所得者に与えるだけでは持続
的解決策にはならない。その種の方策では限
定された地域の限られた人々のみの短期間
の充足を得るだけで終息するにすぎないか
らである。持続的な貧困削減を成功させるた
めには、貧困層自身が有する全ての資源、す
なわち労働力とわずかな物的資源を市場経
済の中で有効活用できる権利と機会を与え
ることが必要である。そのためには低所得層
の労働力を国民経済発展の過程で活用させ
るキャパシティ・ビルディングが重要となる。
貧困層が国民経済の一部としてに有意義な
役割と参加の機会を獲得してはじめて経済
成長の利益の平等な配分が達成されるので
ある。 

50年以上にわたるJICAを中心とした日本
の発展途上諸国向けの「技術協力」、特に「草
の根技術協力」は、貧困層の労働力をマクロ
経済発展の過程に効率的に組込ませる方法
であったと評価できる。つまり、貧困層が労
働力として参加する能力の開発、特に彼らが
持つ伝統的な技術ノウハウを近代化し、ソー
シャル・ビジネスを展開させながら貧困削減
を目指す取組みを行ってきたといえる。それ
は、貧困層の経済自立の発展に貢献するもの
でった。このような貧困削減プログラムの実
施手法は、日本の援助政策に特徴的なもので
あり、欧米諸国の援助政策とは異なるもので
ある。 
にもかかわらず、日本の政府開発援助は国
内外では過小評価され、何故か欧米諸国の援
助実績と比較して貢献度が低いという批判
が少なくない。欧米諸国の援助政策の特徴は、
貧困層に物や金などを直接ばら撒く物的支
援を NGOを通じて実施し、大々的に「顔の
見える援助」を展開してきたからである。他
方、日本の援助戦略はハード面の援助と同時
にソフト面の援助も提供し、長期的展望をも
って国全体のマクロ経済社会の発展を目指
しつつ、貧困問題が永遠に解決できる戦略を
重視してきた。なぜならそれらは日本の経済
発展の経験に基づき立案されたものだから
である。そのため日本の援助成果を短期間で
評価することは難しい。一方、欧米諸国の貧
困削減戦略は、直に目に見えた実績を残せる
が、限定的で短期間の貢献しか実現しないと
いう弱点を指摘できる。 

日本の援助理念において「国づくりの基礎
は人づくり」という理念が掲げられ、人材育
成は発展途上国の「自助努力」と持続可能な
経済自立の発展の基礎であると常に強調さ
れてきた。つまり、発展途上国の人々のキャ
パシティ・ビルディング、政策・制度の改善、
社会・経済インフラの整備や管理などの改良
を目指しながら、公正な成長と持続的な貧困
削減が実現していくことが期待されてきた
のである。 
日本のこれまでの貧困削減に関する開発
協力のあり方は、被援助国の低所得者層が持
つ限られた資源を市場向けの生産過程に組
込めるように能力開発を行い、多くの人々が
国民経済に貢献できる参加の機会を与える
ことである。具体的に JICAは、草の根技術
協力を通じて貧困層のキャパシティ・ビルデ
ィングに主眼を置き、「ソーシャル・ビジネ
スの展開」を目標としてきた。しかし日本の
援助に関する報告書や計画書等の文脈にお
いて、このような評価がこれまで公に出され
たことはない。しかし、日本の援助は人々の
能力開発を主目的として、発展途上国貧困層
に対しビジネス機会を創出し、国民経済の成
長に参加できる機会を与えてきたことは事
実である。また、発展途上諸国のソーシャ
ル・ビジネス実現の「道」を構築しただけで
なく、持続的な貧困削減に多大な効果をもた
らしてきたと評価できるのである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の主な目的は、これまで日本の技術
協力援助、特に草の根技術協力を通じて改良
された「キャパシティ・ビルディング」にお
いて、農村の低所得層がどのように「ソーシ
ャル・ビジネス」の展開に関わり参加してき
たのかを、理論的・政策的・実証的に明らか
にすることである。主に、日本の青年海外協
力隊員が農村の人々と生活しながら、農村の
低所得者層、特に女性労働者が持つ伝統的な
技術能力を「市場志向型の生産活動」の創出
にどの程度で貢献しているのかを明らかに
したい。また、農村女性による市場向け生産
活動、いわゆるソーシャル・ビジネスがどの
ように女性の社会的地位の向上やチームワ
ークの改善、エンパワーメントの改善、生
産・市場・経営ノウハウの向上、所得・貯金
の増加、経済的に自立できるという自信、経
済活動に参加する女性の増加、職業機会の拡
大、社会保障の安定などにどのように貢献し
ているのかを実証的に分析することも、もう
一つの目標である。 
最後に、持続可能なソーシャル・ビジネス
展開の主な長所と短所および問題点を理解
することも本研究の目的の一つである。本研
究で明らかになった結果は、途上国の持続的
貧困削減に効果的な政策として日本政府に
よる技術協力の改善点の模索とその政策の
発展に貢献しうるであろう。また、同政策は、



他の援助諸国の貧困削減対策に対し再検討
をせまる機会をもたらしうるのではないだ
ろうか。 
 
３．研究の方法 
 
本研究はこれまでスリランカの農村の
人々の貧困削減のために日本が実施する技
術援助、特に草の根技術協力がどの程度、
人々のキャパシティ・ビルディングとソーシ
ャル･ビジネスの発展に貢献しているのかに
ついて資料・アンケート・聴き取り調査を導
入した。また、日本でも資料調査と帰国した
隊員の方々から聴き取り調査を実施すると
共に、隊員が提出された報告書に関する資料
調査も実施した。スリランカでの実態調査は
佐賀大学と学術協定を締結するスリランカ
のペラデニヤ大学の協力の下で実施した。平
成２３年から２５年まで各年に実施した研
究方法の具体的な内容は以下の通りである。 
 
平成２３年度：国内外研究者による共同研究
会・打ち合わせ会を開催しながら以下のこと
について検討した。 
① 研究代表者と各研究・協力者による研究課
題についての研究視角の統一・検討。 
② 同課題に関する既存文献の収集と問題の
一般的整理・分析および研究対象事例につい
て文献資料による事前分析を行う必要性に
ついて。 
③ 研究対象事例の国外調査：今までに日本の
技術協力の援助で育成したスリランカ人の
現活動についての現地調査（資料・聴き取り
調査のみ）をペラデニヤ大学の共同研究者の
協力のもとで実施した。 
④ 平成２３年度の調査結果を国内外学会・シ
ンポジウムに発表し、学術論文として作成し
た。 
平成２４年度：国内調査：これまでアジア
諸国、特にスリランカの人々のキャパシテ
ィ・ビルディングのために日本から派遣され
てきた日本人協力者がどのように貢献して
きたのかについて、聴き取り・国内資料調査
を行いながら、日本の対アジア人の能力開発
をめぐる政策的かつ実証的分析を行った。具
体的な調査内容は以下の通りである。 
① 日本の技術協力のもとに達成されたキャ
パシティ・ビルディングによって育成された
スリランカの人々が、その後どのような経済
社会活動をしているのか、またその研修は自
分自身の生活改善にどの程度で貢献してい
るのかについてアンケート・聴き取り調査を
実施した。 
② スリランカの JICA 事務局の同援助活動
の担当者の意見や経験について聴き取り調
査を行った。 
③ 国内外の実態調査のデータを分析し、中間
報告会を開催した。また、できるだけ研究成
果を学術論文として国内外の学会で発表し、
学術論文として国内外の学術雑誌で出版し

た。 
平成２５年度：本研究の今までの国内外の調
査で残されたことについて補足調査を実施
しながら以下のことを実施した。 
① 国内および海外の現地調査結果の検討お
よび最終的な報告書取り纏めについての検
討・確認作業を実施した。 
② 海外究者協力者を招聘して、佐賀大学で合
同研究会／シンポジウムを開催した。 
③ 最後に、本研究の研究成果の全体を学術論
文として纏める計画をした。 
 
４．研究成果 
 
 平成２３年度から平成２５年度までの３
年間で国内外で実施したマクロ・ミクロレベ
ルの調査で明らかになったことは、日本の
「草の根技術協力」は農村の低所得層の生活
改良に関連する人的・社会的・物的・財政的
の全ての資本の拡大に大いに貢献できる効
果的な要因になっていることである。スリラ
ンカの多くの農村の人々が十分な人的資本
や伝統的な技術、物的資源をある程度持って
いることは事実であるが、それらは資本主義
的なビジネス・アプローチに基づく商業的な
組織として存在してない。日本の海外協力隊
員が農村の人々と生活しながら、低所得者層
のエンタイトルメント、いわゆる労働力、知
識、物的資源などを市場志向製品開発に必要
とするキャパシティ・ビルディングを与えて
いる。それによって、農村の低所得者がビジ
ネスグループとして組織を創設し、資本主義
的な経済活動に向けて徐々に変更してきた
ことが明らかになった。現在同農村ビジネス
グループが隊員の指導の下で国内外の市場
に様々な製品を小規模レベルで供給してい
る。 
 ２０１１年までに「技術協力」の名目で日
本から研修員、専門家、調査団、協力隊員と
その他のボランティアとして 19,215 名(累
計)がスリランカへ派遣されており、そのため
に約 694.55 億円が供与されている。このよ
うな巨額の資金援助のもとで、多様な専門分
野の教育・研究・研修を受けた人材がスリラ
ンカの経済社会発展に様々な立場で多様な
分野（農業、工業、教育、医療、社会福祉な
ど）に貢献していることがマクロレベルの調
査で証明された。特に、827 人に及ぶ(累計)
協力隊員の多くは農村開発のために低所得
者のケーパビリティの改良し、彼らが持つ人
的・物的・財政的資源を市場志向製品の開発
に貢献している。 
 マクロレベルで明らかになったことをさ
らに深く理解するために日本の技術協力、特
に隊員が実施した以下の３つのプロジェク
トについて実態調査を行った。①コトゥマレ
県（ラワナーゴダ村とピッレウェラ村）の「ス
リランカ・日本友好有機コーヒー・ヴィレッ
ジ」（Sri Lanka-Nippon Friendship Organic 
Coffee Village）：コーヒー生産者の収入向上



や経済自立を目的とした活動をする生産者
団体、②マータレ県（ダンブッラ村）の「ラ
クリヤ（LakLiya）生産者団体」：スリランカ
の民族衣装のサリーを使って、お土産用の小
物を生産する主婦団体、③キャンディ県（キ
ャンディ近郊の村）の「アピ（Api）」：自立
支援を目的とした生産活動をする女性生産
者団体。上記のプロジェクトに関する実態調
査で次のことが明らかになった。低所得層の
エンタイトルメントの活用の場となるソー
シャル･ビジネスの発展に必要とするキャパ
シティ・ビルディングが重要な鍵を握ること
が証明された。農村女性労働者が持つ伝統的
な技術能力を「市場志向型の生産活動」に活
用できたのは青年海外協力隊員の活動の貢
献が極めて高かったからである。隊員の活動
を通じて提供された近代的技術や教育、訓練、
市場との結びつき、物的・金融的サポートな
どが、農村女性のキャパシィ・ビルディング
に重要な役割を果たしている。農村女性によ
る市場向け生産活動がもたらした経済的・社
会的影響は高い。特に、世帯の所得改良や女
性の社会的地位の向上、チームワークの改善、
エンパワーメントの改善、生産・市場・経営
ノウハウの向上、所得・貯金の増加、経済的
に自立できるという自信、経済活動に参加す
る女性の増加、職業機会の拡大、社会保障の
安定、農村外の様々な組織との関係の発展な
どが明らかとなった。 
しかし、農村の最貧層の女性しか参加しな
いこと、依存症候群の傾向、経営ノウハウの
不足、市場の不安定などがいまなお問題とな
っている。とりわけ、隊員の帰国後のプロジ
ェクトの持続的かつ自立経営の困難が主な
克服すべき課題である。 
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